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２Ｂ０７

イノベーション支援人材の機能と役割－現状と課題

○西川　洋行（県立広島大学）

１．	 背景

　シュンペーターの言う「新結合」(1) 創出はイノベー

ション推進策の中心課題の一つとなっている。イノ

ベーション推進において、その主役たるイノベー

ターを支援し「新結合」の萌芽を促す様々な人々に

注目が集まっており、そうした人々（以降「支援人

材」と呼ぶ）の実態を調査・分析し、イノベーション・

プロセスの理解と把握を進めることは、実効的な施

策立案と実施にとって必須と言えよう。こうした支

援人材はイノベーター個人の支援だけではなく、イ

ノベーションが起きる課程（以降「イノベーショ

ン ･ プロセス」と呼称する）に関与し、時には推進

役を担うこともある。支援人材は産学官の様々な組

織に所属しているが、そのうち自治体等に所属する

「官」の支援人材については既報 (2) のとおりである。

今回は調査対象を大学等所属の支援人材とし、浮か

び上がってきた「学」の支援人材の姿を報告する。

　

２．	 支援人材の連携

　「官」の支援人材に相当するのは自治体や地域公

共団体の職員であり、担当業務の一環としてイノ

ベーション ･ プロセスに係る機能を担っているケー

スが大半 (2) である。自身が支援人材だと認識してい

る人は稀であり、業務遂行上必要に迫られて無意識

に担当しているケースが多い。その業務範囲には大

学等との連携が含まれるケースが多く、「学」の支

援人材はこうした「官」の支援人材を通じて様々な

ニーズや課題に接することになる。

　一方、「学」に属する支援人材は、ほとんどが明

示的に支援人材として大学雇用もしくは委託等の形

で大学に所属している。イノベーション・プロセス

においては、大学等は新技術 / 新製品 / サービス等

（以降「ニーズ」と呼称する）の基となる新知識 /

知見等（以降「シーズ」と呼称する）を創出するこ

とを期待され、こうしたニーズとシーズをマッチン

グすることを主な役割とする支援人材（以降「コー

ディネータ」と総称する）が大学等に早くから配置

されていた。ニーズは企業・産業界や自治体・地域

に存在するため、学外機関・組織との連携が中心的

業務となっており、「官」の支援人材とも密接に連

携している。一方、最近になり大学内でのシーズ創

出に係る研究業務支援のために、リサーチアドミニ

ストレータ（以降「URA」と呼称する）と呼ばれる

支援人材が登場した。この URA の業務内容は学内向

けが主であり、学外との連携を主とするコーディ

ネータとは一見異質の存在のようである。

３．	 「学」の支援人材の実態調査

　こうした状況を踏まえ、実際のコーディネータや

URA の業務内容に関する調査を実施し、実態の把握

と業務内容や機能の分析を行った。調査対象及び調

査内容を以下に示す。

　【調査対象】

○　大学等に所属する支援人材で、コーディネータ・

【要旨】　イノベーション創出に重要な役割を果たすイノベーション支援人材について、その業務や役割

について調査・分析を行ってきた。今回は、イノベーションの起点となるシーズ創出が期待される大学

に所属する支援人材を調査した結果、主に学外向け業務を担うコーディネータと学内向け業務を行う

URA に分かれ、大半の支援人材はそのいずれかの業務を行っていることが示された。一方で両者の連携

は不十分であり、意図的に業務範囲を逸脱して連携不足を解消しようとしているケースも少なくない。

コーディネータと URA との調整・連携を図る制度設計が不可欠であり、自治体等の支援人材や企業等と

の連携を図る学外向け業務と教員支援等の学内向け業務をシームレスに実施できる体制が望まれる。
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　URA 等の他、アソシエート、調査分析専門職、　　

　知的財産取得・運用部門職員等を含む。

○　実際に現場に出て直接関係者とのコンタクトが

　ある支援人材。管理職や事務職員は含めない。

　【調査内容】

○　日常的に行っている業務・活動についてヒアリ

　ングを行い、自身の活動内容や業務環境等につい

　て説明を受け、自身の意見や考えを聴く。

○　業務活動に関わる関係者について、その所属や

　立場、業務等の依存関係や人間関係について把握

　する。

調査は対象者を訪問してヒアリングを実施し、対象

者の職場環境も合わせて情報収集を行った。表１に、

調査対象の大学とそのコーディネータ組織の特徴、

及び調査対象者数を示す。

４．	 調査 ･分析結果

　調査結果を表２、３に示す。表２にコーディネー

タ職、表３にはURA職の結果をまとめた。表２からは、

コーディネータ職の業務内容が主に学外向けである

こと、表３からは多くの URA 職が学内向け業務に従

事していることがわかる。当初想定のとおり、両者

には業務の方向性に相違があることが裏付けられ

た。学外組織との連携を期待されるコーディネータ

は学外向けの業務が多く、学内教員等との連携を担

うとされる URA は学内向け業務が多いということで

ある。しかも URA の場合には URA スキル標準 (3) とし

て業務内容が例示されており、実態としても制度趣

旨に則った業務に従事しているケースが多かった。

　しかしながら、コーディネータであっても学内向

け業務に重点を置くケースがある。対外的なリエゾ

ン活動や知財等の技術移転活動において、学内教員

等へのコンタクトの比重が大きいケースがあり、完

全に学外はコーディネータ、学内は URA と区分され

ているわけではないことがわかる。コーディネータ

については、これまでの調査研究 (4) により、

表１　調査対象大学の概要

表３　主に学内を向く URA

所属 主な活動・業務 意見・コメント

F1氏
（F大学）

知的財産の処理・手続き全般を担
当。随時教員訪問し発明発掘。学
内向け知財関連セミナー企画開催

教員訪問は発明発掘に重要
で、知財推進活動の基本

F2氏
（F大学）

知財以外の研究推進活動を担当。
外部資金情報を教員に提供し、教
員の研究情報収集・整理。

メルマガや学内誌での情報
提供と教員訪問の両輪でコ
ミュニケーションを図る

I １氏
（I大学）

全学的なＰＪの事務管理を担当。知
財やニーズ、シーズ情報の管理

現在は組織統合に係る事務
作業のウェイトが高い

J1氏
（J大学）

外部資金獲得支援を担当。研究戦
略企画立案に関り、資金等獲得ま
でを支援。データ分析等も担当

戦略企画からプレアワード
段階は主担当。採択後は速
やかに移管している。

K3氏
（K大学）

組織全体の調整業務の他、担当が
曖昧な案件を担当。対外イベントや
突発的な案件も随時対応

組織全体が円滑に動くことを
念頭に、業務負荷等に応じ
て適宜支援する

K4氏
（K大学）

学内にある研究ＰＪ等の情報収集と、
外部予算獲得のための戦略立案
や申請チーム作りを担当

企業等との連携が必要なこ
とも多く、産官学連携部門と
の連携が不可欠

K5氏
（K大学）

学内の研究関連情報を収集分析し、
新規ＰＪ立案や予算申請を支援

人に係る情報を扱う、「人間
中心の組織」である。

K7氏
（K大学）

国際部門担当。シンポジウム開催
や会議拠点整備、国際ＰＪ支援等
実施

部門の管理運用から個々の
企画立案までを担当

組織 特徴 調査数

A大学 地方国立大、小規模組織、やや地域志向 ２名

B大学 旧帝大、大規模組織、連携研究重視 ７名

C大学 地方国立大、小規模組織、やや研究志向 ２名

D大学 地方国立大、中規模組織、地域志向大 ４名

E大学 国立単科大、中規模組織、連携研究志向 1名

F大学 大規模私立大、中規模組織、学術研究重視 ２名

G大学 国立単科大、中規模組織、研究志向へ移行 ２名

H大学 国立単科大、小規模組織、やや研究志向 1名

I 大学 地方国立大、小規模組織、地域志向へ移行 1名

J大学 大規模国立大、中規模組織、研究志向へ移行 ３名

K大学 旧帝大、大規模組織、学術研究重視 ７名

L大学 地方国立大、小規模組織、研究志向 1名

M大学 地方国立大、中規模組織、やや研究志向 1名

表２　主に学外を向くコーディネータ

所属 主な活動・業務 意見・コメント

C1氏
（C大学）

学内の大型研究プロジェクトの内部
調整や運営管理。新規プロジェクト
の支援。地域の相談対応業務

学内向け（プロジェクト支援
等）と学外向け（連絡調整・
相談対応）の業務が並走

C2氏
（C大学）

教員相談への対応や、共同研究、外
部資金の獲得。研究戦略立案支援

大学シーズを社会に役立
てる繋ぎ役

D1氏
（D大学）

生涯学習の企画立案から実施まで
を担当。地域連携戦略の立案支援
や学内での研究活動の分析

コーディネータ業務は属人
的。学術全体を俯瞰できる
スキルが必要。

D2氏
（D大学）

企業や自治体等からの相談対応、
及びコンソ事業の事務局業務

事前の根回し等、人間関係
の構築が重要

D4氏
（D大学）

知的財産権業務全般を担当。特許
相談（学内）や共同研究等での知財
創出の支援。知財活用推進

知財と研究は不可分。技術
移転は共同研究推進と表
裏一体の関係にある

B1氏
（B大学）

学内外の人的ネットワークを活用し
ての民間ベースの外部資金獲得と､
獲得後のプロジェクトマネジメント。

ニーズプル型のコーディ
ネート。 企業との信頼関
係が共同研究には必須

B3氏
（B大学）

民間企業や自治体等のニーズ収集
とマッチング。案件のプロジェクト化
と研究マネジメント

プロジェクトの評価は事業
化までPDCAサイクルを回
してから判断すべき

B4氏
（B大学）

（主に地域の中小企業からの）技術
相談対応。金融機関と客先廻り

依頼者への最初のヒアリン
グが重要（方向性や技術）

B5氏
（B大学）

既存の業務に当てはまらない事案を
担当。担当者の調整や割り当て等

担当者の後方支援と相互
調整による組織円滑運営
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①　全てのコーディネータ業務を担っているわけで

　はなく、一部の業務を重点的に担当しているケー

　スがほとんどで、担当業務には個人差がある。

②　外部組織との連携を図る上で、教員の研究内容

　等の学内シーズ情報は不可欠である。

③　複数のコーディネータが分業するケースでは、

　シーズに近い部分を担当する場合は学内向け業務

　が多くなる。また知財等業務においても、発明発

　掘等を担う場合には学内向け業務が増える。

といったことが明らかになっている。URA 職が配置

される以前には、大学に関わるイノベーション・プ

ロセス全体を担っていたことが伺える結果である。

　一方 URA 職にも、学外向け業務比率の高いケース

がある。URA スキル標準 (3) にもこうした学外向け業

務は「その他」の項目として記載されているが、本

来想定された URA 機能とは異なっている。本調査に

おいて明確な回答は得られなかったものの、次のよ

うな可能性が考えられた。

①　制度導入からあまり時間が経っていないことか

　ら、残務処理として前職の業務を引き継いでいる

②　個人的スキルが学外向けに偏っており、得意業

　務に傾倒している

③　（学内での）業務設定が曖昧で、個人的判断で

　業務内容を決定している（せざるを得ない）

①のケースは、組織改編により URA 職となったケー

スに見られるパターンである。さらに③の要素も

あって、旧組織業務を URA 業務としているケースが

あった。また、コーディネータから URA 職に転職し

たケースでは②のパターンが見られ、採用側もそれ

を期待していた可能性がある。②のパターンが考え

られる URA の前職は全て産学官連携関連であった。

５．	 業務内容と「学」の支援人材間連携

　表２に記載のとおり、学外向け業務は従前からの

産学官連携に係るリエゾン業務や知財等に係るアソ

シエート業務と同等 (4) であった。こうした業務は大

学の社会貢献活動全般に亘って必要とされるもので

あり、大学によって予算措置等の違いはあれ、支援

人材は産学官連携部門等で雇用されていた。業務内

容については既報 (4) のとおりである（表４参照）。

　学内向け業務は、比較的業務内容が限定的で且つ

大学間での差異も小さいものであった。これは制度

導入の早い段階で URA スキル標準 (3) が定められたこ

とが奏功していると思われる。URA スキル標準 (3) 中

のプレアワードに関わる業務はほぼ全ての大学が設

定しており、外部資金の獲得に関して大学当局の関

心の高さを裏付けるものである。一方、ポストアワー

ドについては大学間で差異が見られ、予算執行の管

理まで担っている大学もあれば、早期に学部等の事

務スタッフに引き継ぎを行っている大学もあった。

この差異については、大学の事務機構や人員配置の

違いが影響しているものと考えられる。研究戦略

等の策定支援については、当該業務を行っていない

URA も多く、大学毎の業務設定の違いに加え、URA

自身の能力にも依存していると思われる。

　URA スキル標準 (3) や制度趣旨から判断する限り、

URA 業務は学内向けに特化しているように見えるが、

今回の調査結果は、コーディネータ的な学外向け業

務を行っている URA が一定数存在することを示して

いる。この点について質問した結果、深刻な課題

があることが明らかになった。その課題の由来は、

URA 組織の設立経緯に遡る。その設立経緯には、

①　同一組織内で産学官連携部門と共存

②　別組織として URA 部門を新設

③　旧産学官連携組織を URA 組織に改組

の３パターンが存在し、それぞれ課題が異なる。

　①の同一組織内での共存パターンでは、内部での

相互連絡 ･ 情報共有の仕組みと運用が課題である。

多くの大学では、様々な学内の事情により、産学官

役割 主な内容 主な手段

課題発掘 潜在的課題の形式知化 交流会等での会話

意図・意向の顕在化 曖昧な希望を明文化 質問と例示、提案

発想・構想の提示 “思いつき”を伝える 会話と討論話し掛ける

引き合わせ、交友 人と人の関係の導出 第3者を会話に引込む

構想の具体化 対策・解決方法の誘導 討論と検討を仕掛ける

支援者、協力者募集 構想案説明参加勧誘 プレゼン、訪問、紹介

出会いの場の設定 多様な人が集る場創り イベント、サロン等開催

翻訳、解説 言葉と意図の誤解防止 意思、意味の確認伝達

企画・計画作成主導 企画立案の促進、主導 会合等開催明文化支援

リーダー、組織作り 主導者を決めて組織化 参加者と会い合意形成

表４　コーディネータの業務内容 (4)
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連携部門と URA 部門間に確執が生じており、相互連

携不足に陥っていた。例えば外部資金獲得に関し、

学外機関の協力が得られずに頓挫するといった事例

が発生している。一方で、意図的な人員配置や業

務設定により相互連携を活性化しこの課題の克服を

図っている大学もある。この取り組みの効果検証は、

まだ確たるデータが無く定かではないが、概ね順調

に推移している印象を受けた。②の URA 別組織新設

パターンにおいても状況は同じで、組織内トラブル

の代わりに学内組織間トラブルが発生している。③

の従来組織改組パターンでは、従前のコーディネー

タの処遇により状況が異なっていた。コーディネー

タ職として継続雇用した場合には学外との連携が途

絶えることは無いが、コーディネータ職を無くした

場合には学外との連携が低調となる傾向が見られ

た。URA 職が非公式に引き継ぐ場合もあったが、そ

れでも従来の連携の維持は難しいようであった。

　また、このパターンに関係なく、組織内での業務

内容の設定に問題があるケースがあった。URA とし

て雇用されながら産学官連携に係るリエゾン業務や

特定事業の進捗管理を担当している大学があった。

なし崩し的にコーディネータを URA に転換し従事さ

せているケースもあり、さらには URA 業務の定義自

体が曖昧な大学もあった。これらは、業務内容とい

うよりも組織管理上の課題であろう。

６．	 現行制度の課題

　現在の支援人材に関する大学の制度は、従来から

の諸施策に由来する産学官連携関連部門と、ここ数

年で整備された URA 関連部門が混在している。URA

導入以前には、前者が学外及び学内向け業務を一手

に担っていた。URA は、学内向けの外部資金獲得や

研究戦略策定の支援に業務内容を限定された、専

門職化したコーディネータと理解することもできよ

う。表面的には学外か学内かという違いに見るが、

URA 業務はコーディネータ業務の一分野と見なすこ

とが可能である。かつて技術移転か共同研究かとい

う議論があったように、両者は対立するものではな

く、業務の重点の置き方の違いにすぎない。しかし

現在の制度設計では、組織的に両者を分断する傾向

があり、この相違を調整することは容易ではない。

全体的な業務構成を俯瞰し、コーディネータや URA

を有機的に連携させ、学外及び学内向け業務を包括

的に運用できる組織設計が必要であろう。

７．　　まとめ　－　今後の予定　－

　本研究により、「学」の支援人材はコーディネー

タか URA かに関わらず、自身の業務内容を柔軟に調

整し実行している姿が明らかとなった。特に経験豊

富な支援人材ほど業務内容は多岐に亘って調整さ

れ、独自のノウハウを築いていた。一方で、そうし

た業務内容を俯瞰すると共通項が多く、特に目標 /

成果の設定等は良く似ており「手順は違えど目的は

共通」と言える状況にある。逆に、その手順にこそ

支援人材が培ってきた実践知が詰まっており、手順

のモデル化がこの実践知の共有化に適しているので

はないかと考えている。今回の調査でも手段 / 手法

については特に目新しいものはなく、それを実施す

る環境整備や複数の手段の組合せ等の手順に工夫が

散見された。今後は、この手順に焦点を当てて分析

を進め、類型化された手順によりイノベーション ･

プロセスを記述し形式知化を目指す予定である。
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